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１細谷恒夫(ほそやつねお)。1904 年 7 月 6 日山形県真金わかの二男に生る。1927 年東大哲学科卒業後、独協中
学教諭、広島高校教授を経て、1935 年東北大助教授に任ぜられ 1943 年教授に昇進。1949 年より 52 年まで教
育学部長、1962 年より 64 年まで教養部長に選ばれ、67 年山形大学長に就任す（人事興信所編『人事興信録』




































分離問題が表面化する 1960 年代以前の教員養成の実態は検証されていない。 












研究対象範囲を 1950～60 年代まで拡大したのが TEES 研究会（2001）である。同研究会は
教育学部がどのような成立と展開をたどったのかを多角的に検証し、新制大学発足時以来、主
体性の自覚を欠いたままに大学と教員養成とが併存し続けたことに「大学における教員養成」













































本研究は序章、本論 4 章、結章をもって構成している。 










































Ｙ．Ｍ． A Ｙ．Ｔ． 主事
Ｒ．Ｔ． A Ｔ．Ｈ．（教） 教授 A
Ｓ．Ｋ． 広島文理大 B Ｍ．Ｈ． 教授 B
Ｓ．Ｙ． 東大 B Ｔ．Ｏ．
Ｈ．Ｓ． B Ｋ．Ｓ．
Ｔ．Ｋ． 東京文理大 B Ｓ．Ｈ．
Ｋ．Ｋ． 東北大 B Ｔ．Ｙ．
Ｍ．Ｓ． 東京音楽 C Ｓ．Ａ．
Ｓ．Ｔ． 東北大 C Ｍ．Ｋ．
Ｉ．Ｔ． 山形師範 C Ｓ．Ｋ．






Ｔ．Ｉ． 東京女高師 D 助教授 Ｈ．Ｉ．
Ｍ．Ｈ． 東京文理大 D 講師 Ｒ．Ｍ．
Ｈ．Ｍ． 東大 A Ｋ．Ｔ． 講師 B
Ｈ．Ｎ． 京都大 A Ｋ．Ｙ．（１教） 教授 C
Ｔ．Ｋ． 東大 B Ｓ．Ｋ．（１教）
Ｔ．Ｓ． 東北大 B Ａ．Ｔ．（文） 助教授 A
Ｋ．Ｔ． 東大 B Ｔ．Ｈ．（１教）
Ｓ．Ｄ． 東京美術 B Ｓ．Ｎ．
Ｓ．Ｍ． 東京美術 B Ｓ．Ｔ．
Ｓ．Ｔ． 東京文理大 B Ｍ．Ｉ．
Ｙ．Ｓ． 東京音楽 B Ｔ．Ｙ．
Ｔ．Ｙ． 東北大 C Ｍ．Ｙ．
Ｎ．Ｕ． 沖縄師範 C Ｋ．Ｔ．
Ｈ．Ｓ． 東北大 C Ｍ．Ｈ．
Ｔ．Ｓ． 東北大 C 業績不充分 Ｈ．Ｎ．
Ｓ．Ｔ． 東北大 C 業績不充分 Ｔ．Ｉ．
Ｙ．Ｉ． 早大高師 C 業績不充分 Ｍ．Ｓ．
Ｓ．Ｓ． 東北大 C Ｔ．Ｋ．（注2）
Ｓ．Ｋ． 東北大 D 講師 Ｏ．Ｓ．（３教） 助教授 B
Ｓ．Ｋ． 日本大学 D 講師ならば可 Ｈ．Ｈ． 助教授 C
Ｋ．Ｉ． 東北大 D 講師 Ｙ．Ｏ．
Ｙ．Ｓ． 東北大 D 25年度より助教授可 Ｓ．Ｔ．
Ｍ．Ｋ． 東北大 D 講師 Ｔ．Ｏ．
Ｓ．Ｎ． 東大 D Ｉ．Ｔ．
Ｔ．Ｏ． 東京文理大 D 研究歴不足　講師に Ｓ．Ｓ．
Ｍ．Ｉ． 広島文理大 D Ｓ．Ｋ．
Ｙ．Ｏ． 東京文理大 D 当分講師可 Ｊ．Ｙ．





Ｊ．Ｓ． 宮城師範 D 研究歴不足　講師に Ｍ．Ｉ．
Ｉ．Ｔ． 東京高師 D 講師 Ｏ．Ｋ．
Ｆ．Ｏ． 東京女高師 D 講師可 Ｓ．Ｋ． 講師 可
Ｍ．Ｄ． A Ｆ．Ｋ． 助教授 C
Ｈ．Ａ． 東大 A Ｈ．Ａ． 助教授 D
Ｙ．Ｔ． 東京外国語学校 A Ｊ．Ｓ．
Ｔ．Ｔ． 京大 A Ｒ．Ｓ． 講師 可
Ｍ．Ｓ． 盛岡高農 B Ｍ．Ｋ． 講師 B
Ｋ．Ｉ． 東京二階堂体操塾 B Ｙ．Ｈ． 講師 C
Ｙ．Ｕ． B Ｒ．Ｍ．
Ｊ．Ａ． C Ｊ．Ｋ．（１教） 助教授 可C
Ｋ．Ｓ． 可 経済学 Ｔ．Ｈ．（２教） 助教授 C
Ａ．Ｓ． 可 Ｊ．Ｈ．（２教） 講師 C
Ｔ．Ｓ． 東京音楽 可 Ｔ．Ｏ．
Ｋ．Ｓ． 可 Ｔ．Ｈ．
Ｔ．Ｓ． 奈良女高師 助教授 再審査で可 Ｓ．Ｔ．
Ｔ．Ｈ． 東大 D Ｙ．Ｓ．






















































































依存する形から教育学部内でそれをまかなおうとする形へと変容していった。1957 年 3 月卒
業の小学校課程学生の成績表をもとに履修状況を分析すると、1960 年 3 月卒業の同学生に比
べて履修の仕方が多様であったこと、教材研究や教育実習を除く教育学の原理的研究を背景に
































タイプ１ 14 4 教育学部、他学部ともに複数教科（異なる組合せ）
タイプ２ 1 9 教育学部、他学部ともに一致（1教科）
タイプ３ 5 5 教育学部、他学部ともに一致（2教科）
タイプ４ 1 1 教育学部、他学部ともに一致（3教科）
タイプ５ 19 14 他学部は1教科、教育学部はそれを含む複数教科
タイプ６ 0 4 教育学部は1教科、他学部はそれを含む複数教科
タイプ７ 0 5 教育学部での履修のみ
タイプ８ 1 0 他学部での履修のみ






















教育史普講 林 16 38% 教育哲学普講 水野 2 5%
〃 荒井 2 5% 教育哲学普講 小林 1 2%
教育史特講 小林 1 2% 教育心理学普講 塚田 40 93%
教育史演習 林 2 5% 〃 宮川 2 5%
教育哲学普講 細谷 7 17% 教育心理学特講 樋口 1 2%
教育哲学普講 水野 1 2% 教育課程普講 対村 2 5%
教育哲学特講 林 5 12% 教育方法論 村田 40 93%
〃 水野 1 2% 教育方法論特講 川口 1 2%
教育心理学普講 塚田 38 90% 教育関係法規 中島 1 2%
教育心理学特講 樋口 7 17% 教育行政学普講 中島 3 7%
教育心理学演習 樋口 2 5% 教育社会学普講 佐々木 2 5%
発達心理学普講 松本 13 31% 学校管理普講 皇 2 5%
〃 宮川 1 2% 学校管理普講 岩下 6 14%
発達心理学特講 宮川 1 2% 学校管理演習 皇 3 7%
〃 松本 1 2% 図書館学Ⅱ 佐々 1 2%
教育課程論 対村 31 74%
教育課程普講 対村 4 10%
教育課程特講 対村 2 5%
教育方法論 沢田 8 19%
教育方法論 岩館 12 29%
教育関係法規 中島 3 7%
教育行政学普講 中島 13 31%
教育行政学演習 中島 1 2%
〃 花田 1 2%
教育財政学普講 中島 8 19%
教育財政学特講 三沢 13 31%
社会教育学普講 竹内 33 79% 57卒生 60卒生
社会教育学特講 竹内 7 17% 39.4 38.9
社会教育学特講 田原 2 5%
社会教育学演習 竹内・田原 1 2%
教育社会学普講 佐々木 12 29%
教育社会学特講 田邊 11 26%
学校管理普講 皇 30 71%
学校管理演習 岩下 1 2%
学校管理特講 岩下 2 5%
学校衛生 瀬木 6 14%
学校保健管理 三神 5 12%
学校建築 横山 1 2%
図書館学 佐々 8 19%
特殊教育学普講 〃 1 2%
視聴覚教育 波多野 9 21%











































                                                   




３ 1 教科専修制を意味する。小学校教員に求められる 8 教科に従った履修では広く浅くなりがちである学生の
学習内容をいずれか 1 教科に絞ることで、教科専門の教養にまとまりを持たせる狙いがある。 
４ 教育学部分校は年代により名称が異なる。1949～56 年度までは「教育教養部」、1957 年度は「北分校」、そ





















































教員養成で分かれることとなった。分離の議論が活発になるのは 1963 年からであるが、同年 2
月において既に教育学部片平丁部会５は教員養成を「独立した部局において行なう」方針を承
認していた。またそれは、教員養成体制の中心にあった分校に正式に伝えられなかった（東北大



































※1－33 は東北大学史料館所蔵、34－36 は同大学情報公開室を通じ開示、37－38 は宮城教育大学
附属図書館所蔵。 
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